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兵庫県南部地震では，衝撃的なエネルギーにより桁間，桁と橋台間で衝突が生じ，落橋や橋梁の損壊の原

因となった．これを受け道路示方書が改訂され，衝撃荷重の作用を緩和するための緩衝装置を設けることが

推奨されている．そこで，皆川らは，ゴム管と鋼管を併用することによって，高いエネルギー吸収性能や衝

撃荷重の低減効果，繰り返し荷重に対する安定した緩衝性を持つ緩衝材を考案し，荷重‐変位関係を予測で

きるモデルを構築した．本論文では，鋼管の曲げ変形特性を改善することにより，上述の荷重‐変位関係モ

デルの推定精度向上させると共に，緩衝材の衝撃荷重低減効果や衝撃エネルギー吸収性能を検証するための

落錘式衝撃実験を実施し，荷重-変位関係モデルが実用レベルで推定できることを示した． 
 

     Key Words : shock absorber, rubber pipe, steel pipe, bridge pounding, modeling of load-displacement 
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1.  はじめに 
 
大地震時の隣接桁間・桁と橋台間の衝突においては高

いレベルの衝撃荷重が作用する．そのことによって桁・

橋台，さらには落橋防止構造までもが損壊して，落橋に

至る危険性が高い．落橋に至った被害が兵庫県南部地震

において多数見られ，そのことによって生じる人的被害

や交通麻痺による復旧活動の遅延等の被害が甚大なもの

となった．その結果，桁間，桁と橋台間で生じる衝突を

緩和するシステムの開発が急務となっている1）． 

兵庫県南部地震の被害を受けて道路橋示方書が改訂さ

れ，その中で落橋防止装置の見直しが行われた 2）．そ

こでは，落橋を防ぐために桁かかり長，落橋防止構造，

変位制限構造および段差防止構造からなる落橋防止シス

テムが提案されている．特に，落橋防止構造と変位制限

構造においては，落橋や損壊の原因となった衝撃荷重の

作用を緩和するための緩衝材を設けることが推奨されて

いる．しかし，従来使用されてきた落橋防止装置では落

橋を完全に防止することが困難であるため，落橋防止装

置の高性能化・高機能化が必要とされている．さらに，

緩衝材は高架橋を構成する主要部材のひとつであるとい

う認識のもとで，多数の研究・開発が行われている． 

落橋防止構造や緩衝材に関する研究は２つのグループ

に大別することができる 3）．すなわち，落橋防止構造

および緩衝材の力学的挙動そのものに着目した研究と，

橋梁を構成する一つの要素として落橋防止構造を考え，

大地震時に落橋防止構造が橋梁全体の損傷を低減する効

果に着目した研究である．本研究は前者のグループに含

まれる．緩衝材の力学挙動に着目している研究では，そ

れぞれ以下のような部材を緩衝材として用いることを提

唱している．すなわち，園田らのゴム緩衝ピン 4），潤

田らの直方体ゴム 5），西本らの積層繊維ゴム 6），越峠

らの円筒型ゴム 7），村田らの二段階ばね 8），野々村ら

のハニカム型 9）10）や頭井らの鋼製ベローズ 11）12）13）14）等

である．これらの研究では，緩衝材に要求される性能と

して，衝撃荷重の低減効果と衝撃エネルギーの吸収性が

挙げられており，各研究とも静的載荷・動的載荷・衝撃

載荷等の試験によりその基本的な性能を把握し，緩衝材

としての有効性を検討している． 

兵庫県南部地震以後，緩衝材の材質としては，剛性が

小さく可逆的な大変形が可能であるため，繰り返し衝突

への対処が必要な場合にでも適用できるゴム材が用いら

れる機会が多くなっている 15）．都築ら，長嶋らはゴム

製の緩衝材より低価格で，省スペースでよりエネルギー

吸収性に優れる市販の型鋼を緩衝材として用いることに

着目して，緩衝装置としての有効性を検討した16)．図‐

1 に型鋼である鋼管を緩衝装置として橋梁に設置するイ

メージを示す．皆川ら 17）は種々の型鋼の中でエネルギ

ー吸収性能が相対的に高い鋼管を緩衝材として用いるこ

とにし，緩衝装置を有する免震橋の動的解析によってそ



2 

の緩衝装置の有効性を立証している．その結果，鋼管が

緩衝材として優れていることが示されたものの，鋼管が

完全に破壊した際に反力が上昇してしまうという欠点が

指摘された．これにより，繰り返し衝突が生じた際に緩

衝効果が得られなくなってしまう．この欠点を補うため

に，繰り返し衝突に対して安定した緩衝性・エネルギー

吸収性があるゴム材を鋼管に巻く形式のものを皆川ら
17）は考案した．  

ゴム管タイプの緩衝材としては，防舷材があげられる．

防舷材は，船舶の衝突エネルギーが地震のエネルギーに

対して小さいため，内部は空洞としているが，ゴム管の

内部に剛性の高い鋼管を挿入することにより，鋼管の降

伏前及び鋼管の圧壊後に，ゴム管がエネルギー吸収材と

して働き，大きい衝突エネルギーに対しては，鋼管を降

伏させてエネルギーを吸収させることができる．このこ

とから，中小の地震においてはゴム管だけで，大地震で

は鋼管も併用して地震エネルギーを吸収する二段階設計

が可能となる． 

開発の手順として，まず基礎特性の把握を目的として，

静的載荷実験を行った．皆川ら17) 18)は，緩衝装置に用い

るゴム管及び鋼管の寸法を変化させてパラメトリックに

実験を行い，鋼管及びゴム管の寸法の変化を考慮して荷

重-変位関係を推定できるモデルを構築した．しかし，

皆川ら 17) 18)が構築した荷重-変位関係モデルでは，主要

部材である鋼管の降伏後の挙動に対して，本来ゴム材料

に対して用いられる応力-ひずみ関係式である Mooney-

Rivlin 式 5)を援用していたため，推定精度が低下してい

た．そこで本研究では，力学的観点から塑性挙動を精度

良く表現するため，鋼管の側部の曲げモーメントに着目

して鋼管の曲げ変形特性を改善した．次に衝撃的な荷重

を受けた際の荷重低減効果やエネルギー吸収性能を把握

するために，落錘式衝撃実験を行なった．そして，衝撃

実験から得られた結果を用いて，静的な特性より構築し

た荷重-変位関係モデルを用いて動的な荷重-変位関係を

推定できることを示した． 

 

2．ゴム鋼併用型緩衝材の静的圧縮載荷試験 
 
 (1) 実験方法 
載荷装置の概要を図-2 に示す．静的圧縮試験には容量

300ｋN の万能試験機を用いた．変位量は，基準距離

30mm，測定範囲±5mm のレーザー変位計によって測定

した．測定時には，同図中に示したように，載荷板に取

り付けた反射板を用いて水平変位を鉛直変位に変換した．

また，載荷方法については準静的な変位制御として，載

荷試験機の容量から荷重 250kNで載荷を中断した．そし

て荷重を完全に除荷した後，荷重 250kNまで再び載荷し

た． 

 
 
 (2) 試験体 
試験体は図-3 に示す鋼管の外側にゴムを巻いた形式の

もの 48 種類である．試験機の容量の関係で，試験体の

奥行きは 100mm とした．鋼管の材質は入手が容易で，

市販の型鋼にある STKM13A（SS400 相当）とした．ゴ

ムの材質はクロロプレンゴム(硬度 60±5)とした．緩衝材

に用いるゴムとしては近年，天然ゴムが使用されている．

しかし，著者らの研究によれば，かつて用いられていた

クロロプレンゴムは，同程度あるいはそれ以上のエネル

ギー吸収能力と耐候性を兼ね備えていることが分ってい

る．その他のゴム材及び，その成分等についてはなお，

R

tr

 tp

R ｔｐ ｔｒ
70 4,5,6,7 10,20,30,40
80 4,5,6,7 15,25,35,45
95 8,10 15,25,35,45

110 8,10 15,25,35,45

単位（mm)

図-3 試験体の寸法及び形状 

図-1 緩衝装置設置イメージ図16) 

ThinkPad

レーザー変位計
変位変換用

治具

アクチュエータ

アンプ

ロードセル

アンプ

試験体

測定用PC

図-2 載荷装置概要 

(a) 変形量70mm (b) 実験終了後 

図-4  ゴム鋼タイプの緩衝材(R-95,tp10-tr45) 

の変位形状の推移 
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検討の必要がある．しかし，本研究では，鋼管併用の効

果に着目しており，過去の著者らの研究と同様，クロロ

プレンゴムを用いることとした．  
基礎的な力学特性を把握するためにゴム管及び鋼管の

各々について管径方向の静的圧縮載荷試験を行った． 
 

(3) 実験結果 
図-4 にゴム鋼併用タイプの緩衝装置（R95, tp10 -tr45）

の変形形状の推移を示す．また，図-5には主要部材であ

る鋼管の荷重-変位関係の一部を示す．図-6 に鋼管外径

70mm,鋼管厚 6mm の鋼管を使用している試験体の荷重-
変位関係を示す．なお，ゴム管を巻いた試験体について

のみ再載荷時の荷重-変位関係も示した．図-7 には代表

的な緩衝材の荷重-エネルギー吸収量関係を示す． 
図-6に示すように，ゴム鋼併用型耐震緩衝装置の変形

は以下のように進行する6)． 
PhaseⅠ：鋼管の降伏まではゴム管のみが変形し，剛性

は低い． 
PhaseⅡ：鋼管が塑性変形すると共にゴム管の圧縮変形

も進行する．鋼管降伏時の変位はゴム厚にほぼ

比例し，降伏荷重はゴム管が厚いほど上昇する． 
PhaseⅢ：載荷及び除荷･再載荷の経路．ほぼ直方体形に

つぶれたゴム管の圧縮変位の復元と再変形のみ

が生じる． 
図 5～7 より鋼管にゴムを巻くと載荷初期段階から低

剛性のままある程度のエネルギー吸収が可能となること

が分かる．これにより衝撃的な荷重を緩和することが可

能となり，また中小規模の地震においては鋼管を傷つけ

ることなく地震力を吸収することが可能となる．逆に鋼

管だけの場合には，降伏しない限りわずかなエネルギー

吸収しか望めないため，上記の衝撃緩和効果は期待でき

ない．ゴム厚の影響によって降伏後の荷重値の上昇をあ

る程度抑制し，鋼管の圧壊後もゴムの粘弾性的性質によ

りある程度のエネルギー吸収性能と耐衝撃性を保有でき

ることが分かる． 
 

3．ゴム鋼併用型緩衝装置の荷重-変位関係のモデ

ル更新 

 

 (1) 荷重-変位関係に影響する要因 

皆川らは，ゴム鋼併用型耐震緩衝装置の荷重-変位関

係に影響を与える要因としては，以下の基本的特性を挙

げて17)，これらを用いて荷重‐変位関係を精度よくモデ

ル化できるとしている．  

• ゴム管の圧縮変形特性 

• ゴム管の曲げ変形特性 

• 鋼管の曲げ変形特性 
• ゴムから鋼管への力の伝達特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) ゴム管の圧縮変形特性 
鋼管が降伏する前のゴム管の圧縮変形特性を得るため

に，それぞれの寸法に対応するゴム管の中に，鋼柱を挿

入して，静的圧縮載荷試験を行った．測定された荷重P
及び変位⊿から無次元荷重及び無次元変位を次式より求

めた． 

r
r

i
r tHR

P
2

, 11
∆

== εσ             (1) 

ここで， iR はゴム管の内径， rt はゴム厚，H は長さ

である．荷重を HRi で除して無次元荷重としたのは，

ゴムの内径が大きいほど，圧縮力の分布幅が広まること

を評価するためである． 

図-7 緩衝材の荷重-エネルギー吸収量関係 
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図-5 鋼管の荷重-変位関係 
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図-6 鋼管外径70mm，鋼管厚6mm使用時のゴム鋼併

用耐震緩衝材の荷重-変位関係 
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得られた無次元荷重-無次元変位関係を図-8に示す．同

図より，ゴム管の内径を用いた式(1)で整理すると，本

実験の範囲ではゴム管の寸法の変化を考慮できることが

分かる．そこで，この結果の載荷部分の関係を，ゴムに

対してしばしば用いられる以下のMooney-Rivlinの応力-ひ
ずみ関係式5)により表すものとした． 









+








−=

1

1
12

1
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r
r

r
rr

ba
λλ

λσ      (2) 

ここで， 11 1 rr ελ −= であり， 11 , rr ba は材料定数であ

る．ゴム厚が最小で管としての曲げ抵抗がほとんどない

と見られる内径110mm，ゴム厚15mmの試験体の結果に

ついて，最小二乗近似を適用して，以下のパラメータを

得た． 

019.0,295.0 11 −== rr ba   (kN)      (3) 

この関係式を先ほどの無次元荷重-無次元変位関係とと

もに図-8に併せて示す．実験結果をよく近似しており，

従来のモデルの妥当性が検証された． 
 

 
(3) ゴム管の曲げ変形特性 
ゴム管単体の変形性状としては，ゴム管内部がほぼ接

触するまで若干の曲げ抵抗を示した後，ゴムは直方体に

近い形となり，これの圧縮変形に移行する．そこでゴム

管内部がほぼ接触する変位までを対象として，ゴム管の

曲げ変形特性を評価するため，管径方向の静的圧縮試験

により測定された荷重P及び変位⊿から無次元荷重及び

無次元変位を次式より求めた． 

Ht
PR

r

m
r 291.1 ×=σ  , 

i
r R2

∆=ε      (4) 

ここで， mR はゴム管の平均半径である． 
式(4)は，リングの公式19)より求められる曲げモーメン

ト（M=0.3183PR）をゴムの断面係数（W=tr2･H／6）で除

すことによって得られる曲げ応力として求めている．得

られた結果を図-9に示す．同図より，それぞれの直線が

ほぼ同一直線上にあることから，式(5)のようにゴム管

の曲げ変形特性をモデル化することとした．  

rr εσ ⋅= 2.3          (5) 

  
 (4) 鋼管の曲げ変形特性 
鋼管の管径方向の荷重-変位関係は，既に図-5に示した．

降伏前の弾性挙動に関してはリングの公式19）を使用す

ることとした．  

 

EI
PR ms

3

149.0=∆        (6) 

Eは弾性係数，Iは断面二次モーメント，Rmsは鋼管の平

均半径である． 
降伏後の塑性挙動において，文献17)では，リングの公

式19)より曲げ応力を算出し，測定された荷重P及び変位

⊿から無次元荷重-無次元変位を求め，荷重増加分と塑

性変形関係が，ゴムと同様の傾向を示していることから，

本来ゴム材料に対して用いられるMooney-Rivlinの応力-ひ
ずみ関係式5)を援用してモデル化していた．しかし，径

厚比の大きい鋼管では，精度良く推定できたものの，径

厚比が小さくなると，推定精度が低下した．また，

Mooney-Rivlin式の援用には，力学的根拠が必ずしも明確

ではない．そこで，鋼管側部曲げモーメントに着目し，

力学的観点から曲げ変形特性を再構築した． 
図-10 に鋼管の塑性変形，図-11 に鋼管の変形形状遷移

イメージを示す．同図から，鋼管が塑性変形する際，荷

重載荷盤と接する面を除いた左右側部を合わせることに

よって，徐々に平均半径 Rmsが小さい鋼管に変遷してい

くと仮定する．これにより，曲げモーメントを荷重 Pと
変位⊿の関数として扱うことができ，鋼管の曲げ変形特

性をモデル化することができると考えた． 
鋼管の上下部を荷重 P で載荷して塑性変形したときの

側部曲げモーメントに着目し，リングの公式 19)と断面係

数 W を用い降伏荷重 Pｙから降伏応力 σｙを求める．次

に，変位⊿の 1/2 を平均半径 Rmsから引いた値を Rms’と

図-8鋼柱を挿入したゴム管の 

無次元荷重-無次元変位関係 
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し，降伏応力 σｙ=Mｙ/W とリングの公式 M=0.1817P Rms’，
断面係数 W=tp2H/6（tp：鋼管厚，H：長さ）より次式を

求めた． 
 

2
,

1817.06

2
⊿

−=′

×′×
= msms

ms

py RR
R

Ht
P

σ  

 
式(7)より鋼管の荷重-変位関係を表現すると，厚い鋼管

の場合は，良く近似できる．しかし，鋼管厚が小さくな

ると誤差が増大し，以前までのMooney-Rivlin式モデルの

方が精度良く近似できる．薄い鋼管で誤差が大きくなる

理由として，図-11で，荷重載荷盤と接する面の長さLが
増加すると側部曲げモーメントが徐々にM=0.5PRms’に近

づき，そのため，鋼管自体が弱くなっていることがあげ

られる．そこで，側面の曲げモーメントの影響と径厚比

を考慮したモデルを次式のように作成した． 
 

)1817.0(6

2

MR

Ht
P

ms

py

′+×′×
=

σ  
2
⊿

−=′ msms RR  

pt
LM *

700
1

=′        π*
2
∆

=L   

 
ここで，M’の係数1/700は，試行錯誤的に求めた． 
図-3に示した試験体の実験結果を用いて，式(7)，式(8)，

Mooney-Rivlin式より表現した鋼管の荷重-変位関係モデル

の一部を図-12，13に示す．式(8)は，式(7)に比べて実験

値をより精度良く表現できた．また，管厚が小さい鋼管

の荷重-変位関係においてもMooney-Rivlin式で表現したモ

デルと比べて，同程度の精度で近似できている． 
 
 (5) ゴムから鋼管への力の伝達特性 
この節のモデル化の方法には，文献18）と同じである

ことから，概要のみを示す． 

ゴムから鋼管へ伝達される荷重の分布特性は図-14,15
に示すように，角度θに関してsin2分布することが分か

った．このとき，荷重分布式は次式となる． 

( )














−
−⋅=

απ

π
αθ

2

22
0 Sinww  (9) 

これを積分すると，荷重和が次式のように求まる． 

0

2

)2)(23(
cos2 wP ⋅

+−
=

απαπ
απ  (10) 

次に，相対する2点集中荷重が偏心して作用したとき

の任意の曲げモーメント19)から，図-14の頂点の曲げモー

メントは次式のように求まる． 

（7） 

（8）

図-12 70×4鋼管のみ荷重-変位関係
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図-13 70×7鋼管のみ荷重-変位関係 
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( )
( )

( ) ( ) 
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(11) 

0
23183.0 wRA ⋅⋅=   

次に，相対する2点集中荷重が中央に作用したとき，

頂点での曲げモーメントM2は
19)， 

PRM 3183.02 =                   (12) 

と表される．そこで，式(12)に式(10)を代入し，M2とM1

の比が以下のように求まる． 

( )
( )

( ) ( ) 
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×
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=
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απ

2sin10102cos4
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)2)(23(
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22

2

1

2

M
M

         

(13) 
ここで，ゴム管を巻くことによって同じ曲げモーメント

を生ずるに要する荷重値が上昇する現象を表すために，

荷重増加率γを次式により定義する． 

1

2

M
M

=γ                     (14) 

式(14)より，横軸に伝達荷重分布角度 αα −= 90' を

とり，縦軸に荷重増加率γをとると，図-16に示す曲線が

得られる．これは，伝達荷重分布角度が大きくなると鋼

管に伝わる分布荷重により生じる曲げモーメントが小さ

くなることを表している．図-6の実験結果よりゴムの厚

さが増すほど降伏荷重が増加していることは，このこと

より説明ができ，ゴムの厚さが増すほど，伝達荷重分布

角度が大きくなり，その結果見かけ上鋼管の降伏荷重が

増加したものと考えることができる． 
 

(6) モデル化の精度 
前節までの各特性を併せることで，ゴム鋼併用型耐震

緩衝材の載荷時の荷重-変位モデルを作成することがで

きる．作成結果の一部を図-17～図-22に示す．同図では，

鋼管の曲げ変形特性をMooney-Rivlin式を援用して作成し

た荷重-変位関係モデルと鋼管の側部曲げモーメントに

着目して改善した荷重-変位関係モデル，そして実験に

より得られた荷重-変位関係を比較しており，モデルの

精度を確認できるようになっている． 
これらを比較した結果，改善したモデルは，降伏後の

荷重が急激に立ち上がる付近までは精度良く実験値を表

している．そして，径厚比の小さい鋼管を用いた結果に

ついては，明らかに推定精度が向上した．これらのこと

から，本モデルの妥当性はほぼ確認できた． 

図-14  荷重が線形分布で伝達する場合 

α
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図-15 荷重の分布形状 
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図-16 荷重増加率と伝達荷重分布角度 
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図-17 70×4 ゴム鋼荷重-変位関係 
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図-18 70×5 ゴム鋼荷重-変位関係 
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4．ゴム鋼併用型緩衝材の落錘式衝撃実験 
 
(1) 実験方法 
重錘を，所定の高さから重錘を自由落下させて，試験

体に衝撃的な力を作用させた．また，試験体が円管形状

であり，設置する際に不安定であることと，実際に落橋

防止システム用緩衝材として設置された状況下において，

上部構造の衝突面が平面であることを考慮して，剛体と

みなせる平板を介して先端が球面状の重錘を衝突させて

いる．本実験での計測項目は，レーザー変位計による試

験体上面に介された平板の変位（試験体が完全につぶれ

た変位を0としている）とロードセルによる試験体背面

に発生した伝達荷重である．計測装置の取り付けは，

図-23に示したとおりであり，レーザー変位計は，㈱キ

ーエンス社製のLB-300を用い，測定範囲は，20～40cm，

分解能50µm，応答性915Hzの性能を有するものである．

ロードセルは，日本特殊測器㈱製のLCX-50kNを用い，

定格容量500kNである．計測におけるサンプリング時間

間隔は0.1msである．  
 
(2) 試験体 
試験体は，鋼管強度が最も低い鋼管80-4（鋼管外径

80mm，鋼管厚4mm）を含む80シリーズ（鋼管外径80mm，

鋼管厚4，5，6，7mm）と，鋼管強度が最も高い鋼管95-
10（鋼管外径95mm，鋼管厚10mm）を含む95シリーズ

図-19 70×6 ゴム鋼荷重-変位関係 
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図-20 70×7 ゴム鋼荷重-変位関係 
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図-21 110×8 ゴム鋼荷重-変位関係 
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図-22 110×10 ゴム鋼荷重-変位関係
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図-24 試験体設置状況 
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（鋼管外径95mm，鋼管厚8，10mm）である．ゴム管厚

は，それぞれ15mm，25mm，35mm，45mｍと変化させ

た．試験体種類は合計24種類で，1種につき2体を用いた．

また，試験体の奥行きを100mmとした．試験体の設置状

況を，図-24に示す． 

 

(3) 落錘式衝撃実験の入力条件 
本実験における入力条件は，緩衝材の終局限界までの

静的エネルギー吸収量とした．ここで，緩衝材の終局限

界および，終局限界までの静的エネルギー吸収量は，静

的圧縮載荷実験の結果から，鋼管内の上下部を完全に接

することができる最大荷重250kN付近までのエネルギー

吸収量と定めた．表-1にエネルギー吸収量および入力条

件を示す．載荷条件は，一つの試験体に対し，一つのエ

ネルギーを入力する単一載荷とする．また，重錘重量は，

試験機の容量（ウインチ容量500kgf）から450kgf

（=4.41kN）と設定し，西本・梶田らの研究20）より重錘

重量の変化に対する最大伝達荷重の違いが現れていない

ことから，単一重量で行なうこととした． 

 

(4) 実験結果 
図-25に，試験体の伝達荷重-時間関係の一例を示す．

同図は，衝突開始から繰り返し衝突が終了するまでを示

している．初期衝突時に最大荷重値を示し，以後，小規

模な衝突を繰り返す．全ての試験体において，初期衝突

時に，静的圧縮載荷実験と同様の鋼管の降伏点がはっき

りと確認できた． 

図-26に，各試験体の初期衝突時における伝達荷重-時

間関係および，試験体変位-時間関係の一例を示す．同

図は，縦第1軸に伝達荷重を，縦第2軸に試験体の上部に

設置した平板の位置，横軸に伝達時間をとっている．重

錘が平板を介して試験体に衝突するのと同時に試験体の

圧縮変形が始まり，最大伝達荷重値とほぼ同時に試験体

の圧縮変位が最大となる．そして，ふたたび伝達荷重値

が0となるのと同時に試験体の復元が終了し，平板と重

錘のみの移動が進行する．試験体の変形開始時と変形終

了時に目安となる線を示した． 

図-27に，試験体の伝達荷重-変位関係の一例を示す．

同図より，静的圧縮載荷実験における荷重-変位関係に

比べ，載荷初期に急勾配を示し，鋼管の降伏荷重が高く，

降伏変位が短いことが分かる．これは，載荷速度によっ

てゴムの剛性が変化することが主要因であると考えられ

る．降伏後は，静的圧縮載荷実験の結果と同様に荷重に

対して，変位が著しく増加していく． 

図-28に，落錘式衝撃実験終了後の試験体の形状を示

す．ゴム厚の薄い試験体では，鋼管が圧壊したが，ゴム

厚が増加するにしたがって，設定した入力エネルギーで

は，圧壊させることができなかった． 

E吸収量（kN・m）
250kNまで 落下高さ（ｍ） 衝突速度（m/s）

80-4-30 3.45 0.781 3.91
80-4-50 4.51 1.022 4.48
80-4-70 5.38 1.219 4.89
80-4-90 6.03 1.365 5.18

E吸収量（kN・m）
250kNまで 落下高さ（ｍ） 衝突速度（m/s）

80-5-30 4.34 0.983 4.39
80-5-50 5.27 1.193 4.84
80-5-70 6.06 1.374 5.19
80-5-90 6.71 1.520 5.46

重錘重量　4.415ｋN

重錘重量　4.415ｋN

80-4

80-5

E吸収量（kN・m）
250kNまで 落下高さ（ｍ） 衝突速度（m/s）

80-6-30 5.20 1.177 4.81
80-6-50 5.98 1.354 5.15
80-6-70 6.81 1.543 5.50
80-6-90 7.57 1.714 5.80

80-6
重錘重量　4.415ｋN

E吸収量（kN・m）
250kNまで 落下高さ（ｍ） 衝突速度（m/s）

80-7-30 6.64 1.505 5.43
80-7-50 7.15 1.621 5.64
80-7-70 8.08 1.830 5.99
80-7-90 8.95 2.026 6.31

80-7
重錘重量　4.415ｋN

E吸収量（kN・m）
250kNまで 落下高さ（ｍ） 衝突速度（m/s）

95-8-30 7.77 1.761 5.88
95-8-50 8.90 2.016 6.29
95-8-70 9.01 2.041 6.33
95-8-90 10.02 2.270 6.67

E吸収量（kN・m）
250kNまで 落下高さ（ｍ） 衝突速度（m/s）

95-10-30 8.69 1.968 6.21
95-10-50 9.53 2.160 6.51
95-10-70 9.70 2.198 6.57
95-10-90 10.21 2.313 6.74

95-8

95-10

重錘重量　4.415ｋN

重錘重量　4.415ｋN

表-1 エネルギー吸収量および入力条件 

図-25 鋼管80×4ゴム25 伝達荷重-時間関係
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(5) 実験結果の分析 
a)衝撃エネルギーの吸収効果 
図-26に示したような，各試験体の初期衝突部におけ

る伝達荷重-時間関係および，試験体変位-時間関係から

衝撃エネルギーの吸収効果を評価する． 

落橋防止システム用緩衝材には，地震によりエネルギ

ーを持って移動する桁と橋台間に設置された緩衝材との

間で衝撃現象が生じた際に，その衝撃エネルギーの吸収

効果が要求される．このエネルギーの吸収効果を評価す

るために以下の式を用いて，試験体への衝突現象中の運

動エネルギーの変化率を求め，これをエネルギー吸収率

とした． 

 

 

 

 

ΔE：エネルギー吸収率（％） 

 

衝突直前の運動エネルギー E1： 

 

衝突直後の運動エネルギー E2： 

 

 

ｍ：重錘質量，V1：衝突直前の重錘速度，V2：試験体復

元直後の重錘速度（復元直後，0.025 秒間の速度を用い

ている），ｈ：図-26に示すV1 ，V2 評価時の高さの差 
表-2に各試験体におけるエネルギー吸収率を示す． 

本実験における入力エネルギー下では，表-2に示すよ

うなエネルギー吸収率を得ることができ，高いエネルギ

ー吸収性能を示すことが出来た．  

また図-26 に示した各試験体の初期衝突部における伝

達荷重-時間および，試験体変位-時間関係から求めた力

積と衝突前後の重錘速度から求めた運動量の変化を比較

した．表-3 に各試験体における力積と重錘の運動量変

化を示す．伝達荷重-時間関係から求めた力積の方が

15％から 25％程度大きいものもあるが，全体的には，

ニュートンの第 2 法則と等価である力積-運動量定理が

ほぼ成立していることを確認した．  

 

b)ゴム鋼併用型緩衝材の動的荷重-変位関係モデルの推

定 
ゴム鋼併用型緩衝材を実橋に設置するためには，動的

な荷重が作用する際の荷重-変位関係を把握する必要が

ある．そこで本研究では，静的な実験結果より構築した

荷重-変位関係モデルを動的荷重下に適応させることを

試みた． 

前述のように，ゴム鋼併用型緩衝材の変形は，Phase

Ⅰ，PhaseⅡ，PhaseⅢのように進行する17）． 

100-

1

21 ×=∆
E

EEE

2
11 2

1 mvE =

mghmvE −= 2
22 2

1

（15）

図-27 鋼管80×4ゴム25mm 伝達荷重-変位関係

図-28  衝撃荷重載荷後の試験体 

(b) 95×10ゴム45mm(a) 80×4ゴム25mm

表-2 各試験体におけるエネルギー吸収量率 

試験体 No ΔE（％） 試験体 No ΔE（％）
80-4-15 1 99.3 80-7-15 1 99.2

2 99.6 2 99.9
80-4-25 1 98.7 80-7-25 1 99.9

2 99.6 2 99.1
80-4-35 1 99.8 80-7-35 1 99.2

2 99.6 2 99.6
80-4-45 1 97.8 80-7-45 1 98.6

2 97.3 2 97.8
80-5-15 1 99.6 95-8-15 1 99.9

2 99.7 2 99.9
80-5-25 1 99.4 95-8-25 1 99.5

2 99.0 2 99.9
80-5-35 1 98.4 95-8-35 1 99.9

2 99.2 2 99.3
80-5-45 1 96.8 95-8-45 1 95.7

2 97.9 2 98.7
80-6-15 1 99.9 95-10-15 1 99.8

2 99.5 2 99.8
80-6-25 1 99.8 95-10-25 1 99.9

2 99.7 2 98.4
80-6-35 1 99.3 95-10-35 1 98.0

2 99.9 2 96.7
80-6-45 1 99.0 95-10-45 1 94.8

2 99.5 2 97.1

表-3 各試験体における力積と重錘の運動量変化
運動量変化 力積 運動量変化 力積

（ｋN・ｔ） （ｋN・ｔ） （ｋN・ｔ） （ｋN・ｔ）
80-4-15 1 2.07 2.58 80-7-15 1 2.30 3.12

2 2.00 2.55 2 2.85 3.13
80-4-25 1 2.15 2.92 80-7-25 1 2.71 3.36

2 2.47 2.88 2 2.62 3.38
80-4-35 1 2.53 3.23 80-7-35 1 2.81 3.69

2 2.59 3.20 2 2.90 3.71
80-4-45 1 2.39 3.48 80-7-45 1 3.23 3.96

2 2.77 3.49 2 3.07 3.97
80-5-15 1 2.26 2.71 95-8-15 1 2.82 3.37

2 2.09 2.71 2 2.85 3.38
80-5-25 1 1.84 3.07 95-8-25 1 3.14 3.66

2 2.47 3.06 2 3.32 3.72
80-5-35 1 2.67 3.33 95-8-35 1 3.19 3.85

2 2.75 3.34 2 3.23 3.87
80-5-45 1 2.86 3.63 95-8-45 1 3.65 4.16

2 2.97 3.58 2 3.39 4.16
80-6-15 1 2.39 2.84 95-10-15 1 2.79 3.53

2 2.06 2.83 2 3.00 3.54
80-6-25 1 2.41 3.17 95-10-25 1 3.00 3.79

2 2.30 3.15 2 2.84 3.79
80-6-35 1 2.56 3.52 95-10-35 1 3.13 3.95

2 2.62 3.44 2 3.20 3.97
80-6-45 1 2.93 3.72 95-10-45 1 3.45 4.18

2 2.85 3.72 2 3.28 4.19

試験体 No 試験体 No
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 ここで，静的および動的実験の PhaseⅠ，PhaseⅡを比

較する． PhaseⅡにおける降伏後の挙動を比較するため

に，静的および動的実験データにおける鋼管の降伏荷重

を原点に揃えたものの一例を図-29～32 に示す．同図よ

り，試験体 80-4-15 を除くほぼ全ての試験体で，降伏後

の鋼管の大変形が緩衝材の変形の主となる部分では，載

荷速度の影響が小さく，荷重-変位関係が一致すること

が分かった．このことから，PhaseⅠにおいても鋼管の

載荷速度による剛性の変化が少ないと考えることができ

る．よって PhaseⅠにおける荷重-変位関係の相違には，

ゴムの載荷速度による剛性の変化のみが影響していると

推測できる．そこで，動的と静的実験の降伏荷重の比

（降伏荷重補正係数：α）と降伏変位の比（降伏変位補

正係数：α’）を縦軸に，入力エネルギー：E を横軸にプ

ロットしたものを図-33，34 に示す．同図より，これら

の間に相関性が見られることから，最小二乗法により，

以下の(16),(17)式を算出した．  

 

1.83-0.04E +=α      (16) 

 

0.2690.025E +=′α     (17) 

 

各試験体の入力エネルギーから算出されるα および，

α’で静的載荷実験より構築した荷重-変位関係モデルの

鋼管降伏荷重までのPhaseⅠを補正することにより，動

的な荷重に対応した荷重-変位関係モデルを導き出すこ

とが可能となった．図-35～38は，静的および，動的実

験において測定された荷重-変位関係を，モデルによる

推定結果と併せて示した．同図より，PhaseⅠ，PhaseⅡ

を通して，降伏後の荷重が変位に対して著しく増加する

付近まで精度良く推定することができることが明らかと

なった．しかし，上述したように試験体80-4-15で降伏

後の挙動に違いが現れたことで，図-35に示す補正後の

荷重-変位関係モデルにも影響が現れている．  

 

3．おわりに  

 

本研究では，主要部材である鋼管の側部曲げモーメン

トに着目して改善した曲げ変形特性を組み込むことによ

って，文献18）で作成されたゴム鋼併用型耐震緩衝装置

の荷重-変位関係モデルの推定精度を向上させることが

できた． 

また，落錘式衝撃実験を実施したことにより，本緩衝

材のエネルギー吸収性能を定量的に判断することができ，

高いエネルギー吸収性を有することが明らかとなった． 

そして，静的載荷実験より構築した荷重-変位関係モ

デルを動的な現象に適応することが可能となった． 

図-30 鋼管径80mm厚さ4mmゴム厚25mm 

降伏後伝達荷重-変位関係 
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図-29 鋼管径80mm厚さ4mmゴム厚15mm

降伏後伝達荷重-変位関係 
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図-32 鋼管径95mm厚さ10mmゴム厚45mm

降伏後伝達荷重-変位関係 

図-31 鋼管径80mm厚さ7mmゴム厚35mm

降伏後伝達荷重-変位関係 
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図-35 80×4ゴム15ゴム鋼荷重-変位関係 
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DEVELOPMENT OF SHOCK ABSORBER COMPOSED OF RUBBER AND STEEL PIPES 
 

Akira IISHIKURO supervised by Masaru MINAGAWA 
 

Minagawa proposed a new type of shock absorbers composed of steel pipes wrapped with rubber pipes. 

It was confirmed that this type of absorber possessed high-energy absorbing capacity, impact force 

reduction effect, and shock absorption function against repeated collision forces. Minagawa also 

constructed a load-displacement model applicable for specimens with several dimensions. In this 

research, author was reconstructed more accurate load-displacement model from bending deformation 

characteristic. And the weight dropping impact test was carried out to investigate shock absorption 

function of impact load. It also found that the load-displacement model of static loading tests 

could be adaptable to impact load. 

 


